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新型コロナウイルス感染症の影響に伴う地方財政の急激な悪化に対し 

地方税財源の確保を求める意見書 

 

 

 

上記の議案を次のとおり提出する。 

 

 

令和２年９月１７日 

 

 提出者 加茂市議会議員 森   友 和 

 

 賛成者    同    橋 本 昌 美 

 

 同     同    白 川 克 広 

 

 同     同    大 平 一 貴 

 

 同     同    森 山 一 理 

 

 同     同    山 田 義 栄 

 

 

 

 

 

令和２年９月１７日 

 

加茂市議会議長 滝 沢 茂 秋 

 



新型コロナウイルス感染症の影響に伴う地方財政の急激な悪化に対し 

地方税財源の確保を求める意見書 

 新型コロナウイルス感染症が世界的に蔓延し、わが国は、戦後最大の経済危機

に直面している。地域経済にも大きな影響が及び、本年度はもとより来年度にお

いても、地方税・地方交付税など一般財源の激減が避けがたくなっている。 

地方自治体では、医療・介護、子育て、地域の防災・減災、雇用の確保など喫

緊の財政需要への対応はじめ、長期化する感染症対策にも迫られ、地方財政は巨

額の財政不足を生じ、これまでにない厳しい状況に陥ることが予想される。 

よって、国においては、令和３年度地方財政対策及び地方税制改正に向け、下

記事項を確実に実現されるよう、強く要望する。 

記 

１ 地方の安定的な財政運営に必要な地方税、地方交付税などの一般財源総額を

確保すること。その際、臨時財政対策債が累積することのないよう、発行額の

縮減に努めるとともに、償還財源を確保すること。 

２ 地方交付税については、引き続き財源保障機能と財源調整機能の両機能が適

切に発揮できるよう総額を確保すること。 

３ 令和２年度の地方税収が大幅に減収となることが予想されることから、思い

切った減収補填措置を講じるとともに、減収補填債の対象となる税目について

も、地方消費税を含め弾力的に対応すること。 

４ 税源の偏在性が小さく、税収が安定的な地方税体系の構築に努めるとともに、

国税・地方税の政策税制については、積極的な整理合理化を図り、新設・拡充・

継続に当たっては、有効性・緊急性を厳格に判断すること。 

５ とりわけ、固定資産税は、市町村の極めて重要な基幹税であり、制度の根幹

に影響する見直しは、土地・家屋・償却資産を問わず、断じて行わないこと。

先の緊急経済対策として講じた特例措置は、臨時・異例の措置として、やむを

得ないものであったが、本来国庫補助金などにより対応すべきものである。よ

って、今回限りの措置とし、期限の到来をもって確実に終了すること。 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出いたします。 

令和２年９月１７日 

加茂市議会議長 滝 沢 茂 秋 

衆 議 院 議 長  
参 議 院 議 長  
内閣総理大臣  
内閣官房長官  
総 務 大 臣 様 
財 務 大 臣  
経済産業大臣   
経済再生担当大臣  
まち・ひと・しごと創生担当大臣



議員発案第５号 

 

 

 

コロナ禍における私立高校生の学びを保障し私立高校の教育環境整備を

はかるため、私学助成増額・拡充を求める意見書 

 

 

 

上記の議案を次のとおり提出する。 

 

 

令和２年９月２９日 

 

 提出者 加茂市議会議員 白 川 克 広 

 

 賛成者    同    森   友 和 

 

 同     同    大 平 一 貴 

 

 同     同    森 山 一 理 

 

 同     同    樋 口 博 務 

 

 

 

 

 

令和２年１０月 ６日 

 

加茂市議会議長 滝 沢 茂 秋 

 



コロナ禍における私立高校生の学びを保障し私立高校の教育環境整備を
はかるため、私学助成増額・拡充を求める意見書 

 
今日、全国では約３割の高校生が私立高校で学んでおり、私立高校は公立高校

と同様に公教育の場として大きな役割を果たしています。 
令和２年度より私立高校生への就学支援金制度が拡充され、年収 590 万円未満

世帯に上限 396,000 円の支援金が支給されることになりました。これにより新潟
県では年収 590万円未満世帯の授業料無償がほとんどの私立高校で実現しました。 
しかしながら、就学支援金制度の対象が授業料のみに限定されているため、入

学金や施設設備費の保護者負担は残されています。また、年収 590 万円を超える
世帯では就学支援金が 118,800 円にとどまっており、学費の負担が一気に増えま
す。本県においては国と県の学費支援を受けても、年額約 18 万円から約 47 万円
の負担が残されます。5,650 円の入学金負担のみの公立高校と比べ、学費の公私
間格差は依然として大きな開きがあります。とりわけ、新型コロナウイルス感染

症の拡大が懸念され、失業や倒産などの経済不況が県民生活を脅かすなか、私立
高校の保護者へ学費負担が重くのしかかり家計を圧迫しています。子どもたちが
学費の心配なく学校で学ぶことができるよう、学費の公私間格差の是正が強く望
まれます。 
また、新潟県では全教員に占める専任教員の割合は、公立高校では約８割を占

めていますが、私立高校ではその割合が、約６割にとどまっているのが現状です。    
私立高校の経常経費に対する助成が不十分であることがその一因と考えられま
す。私立高校は、「建学の精神」にもとづく特色ある教育を推進し、学校独自の教
育の伝統を継承していますが、そうした教育を受け継いでいくためには専任教員
の存在が不可欠です。専任教員増をはかるため、経常経費に対する助成のいっそ
うの増額が求められます。 
政府ならびに国会におかれましては、コロナ禍における私立高校生の学びを保

障し私立高校の教育環境整備をはかるため、下記の事項について特段の措置を講

じられるよう要望いたします。 
 

記 
 
１．私立高校生への就学支援金制度を施設設備費も対象にすること、年収 590 万

円を超える世帯への支援金を増額するなど、制度の拡充をおこなってくださ
い。 

２．私立高校入学金への新たな助成措置を講じてください。 
３．私立高校への経常経費に対する助成を増額してください。 
 
以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出いたします。 

 

令和２年１０月 ６日 
 

加茂市議会議長 滝 沢 茂 秋 

内閣総理大臣 

様 

文部科学大臣 

財 務 大 臣 

総 務 大 臣 

衆 議 院 議 長 

参 議 院 議 長 



議員発案第６号 

 

 

 

コロナ禍における私立高校生の学びを保障し私立高校の教育環境整備を

はかるため、私学助成増額・拡充を求める意見書 

 

 

 

上記の議案を次のとおり提出する。 

 

 

令和２年９月２９日 

 

 提出者 加茂市議会議員 白 川 克 広 

 

 賛成者    同    森   友 和 

 

 同     同    大 平 一 貴 

 

 同     同    森 山 一 理 

 

 同     同    樋 口 博 務 

 

 

 

 

 

令和２年１０月 ６日 

 

加茂市議会議長 滝 沢 茂 秋 

 



コロナ禍における私立高校生の学びを保障し私立高校の教育環境整備を
はかるため、私学助成増額・拡充を求める意見書 

 
新潟県では、高校生の約２割が私立高校で学んでおり、私立高校は公立高校と

同様に公教育の場として大きな役割を果たしています。 
令和２年度より私立高校生への就学支援金制度が拡充され、年収 590 万円未満

世帯に上限 396,000 円の支援金が支給されることになりました。これにより新潟
県では年収 590万円未満世帯の授業料無償がほとんどの私立高校で実現しました。 
こうしたなか、多くの自治体が国の制度拡充を受け、独自の学費軽減制度を拡

充し国の支援が不十分な年収 590万円を超える世帯への助成措置が講じられまし
た。しかし、新潟県においては独自の学費軽減予算が前年度比で 48.7％の減額と
なり、制度の拡充はおこなわれませんでした。そのため、年収 250 万円未満世帯
に対し入学金や施設設備費へわずかな助成措置がおこなわれているのみです。 
こうしたことから、私立高校生家庭の学費負担は国と県の学費支援を受けても、

年額約 18 万円から約 47 万円となり、5,650 円の入学金負担のみの公立高校と比
べ、大きな学費の格差があります。とりわけ、新型コロナウイルス感染症の拡大
が懸念され、失業や倒産などの経済不況が県民生活を脅かすなか、私立高校の保
護者へ学費負担が重くのしかかり家計を圧迫しています。子どもたちが学費の心
配なく学校で学ぶことができるよう、学費の公私間格差の是正が強く望まれます。 
私立高校の経常経費に対する助成は「経常経費 2 分の 1 以内」に限定されてき

たために、教育条件においても公立との格差が生じています。全教員に占める専
任教員の割合は、公立高校が約８割を占めるのに対し、私立高校は約６割にとど
まっており、不足分を常勤講師など期限付きの教員で補っているのが現状です。
教育条件に公私間の格差が生じる大きな要因は、私立高校経常経費に対する国・
県の公費支出の少なさにあります。公立高校生には 1 人当たり約 110 万円の公費
支出があるのに対し（2018 年度）、私立高校生には 1 人当たり約 35 万円（2020 年
度）の公費支出にとどまっています。 
私立高校は、「建学の精神」にもとづく特色ある教育を推進し、学校独自の教育

の伝統を継承していますが、そうした教育を受け継いでいくためには専任教員の
存在が不可欠です。専任教員の増員をはかるためには、現行の私立高校経常経費
2 分の 1 助成制度を見直し、公立高校経常経費 2 分の 1 助成制度にあらためるな
ど、経常経費に対する助成の増額が求められます。 
新潟県におかれましては、コロナ禍における私立高校生の学びを保障し私立高

校の教育環境整備をはかるため、下記の事項について特段の措置を講じられるよ
う要望いたします。 
 

記 
 

１．学費の公私間格差の是正へ国の制度拡充と相まって、県独自の学費軽減制度
を拡充してください。 

２．私立高校への経常費助成を増額してください。 
 
以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出いたします。 

 
令和２年１０月 ６日 

 
加茂市議会議長 滝 沢 茂 秋 

 
新 潟 県 知 事   様 

 


